
 
 

 

 

 

 

 

 
 

徳島市情報公開・個人情報保護審査会答申 

 

 

（徳情個審答申第 67 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年７月３日 



1 

徳情個審答申第 67 号 
令和 7 年７月３日 

 
審査庁 
徳島市長 遠藤 彰良 殿 

 
徳島市情報公開・個人情報保護審査会 

会長  島内 保彦 
 

徳島市情報公開条例第 19 条第 1 項の規定に基づく諮問について（答申） 
 

令和 7 年 3 月 6 日付け行財発第 6 号により徳島市長から諮問のありました
公 文 書 の 非 公 開 決 定 に 関 す る 審 査 請 求 の 件 に つ い て 、 次 の と お り 答 申 し ま す 。 
 
第１ 審査会の結論 

徳島市長が行った本件非公開決定処分（令和 7 年 2 月 20 日付け住宅発第
143 号。以下「本件処分」という。）は、妥当である。 

 
第２ 事案の概要 

１ 審査請求人は、令和 7 年 2 月 6 日、徳島市長に対し、「■■■■■が毎
年陳情した、■■■丁目の■■川沿いの空き家に関する要望等の平成 31
年以降の記録すべて。」の公開を求め、徳島市情報公開条例（以下「条例」
と い う 。） 第 5 条 に 基 づ く 公 文 書 公 開 請 求 （ 以 下 「 本 件 公 開 請 求 」 と い
う。）をした。 

２  徳 島 市 長 は 、 本 件 公 開 請 求 に 対 し 、 次 の 理 由 に よ り 、 請 求 の 対 象 と さ
れ て い る 公 文 書 の 存 否 を 明 ら か に し な い で 非 公 開 と す る 本 件 処 分 を し た 。 
⑴  本 件 公 開 請 求 に つ い て は 、 請 求 対 象 文 書 で あ る 要 望 等 記 録 の 内 容 に

つ い て 、 請 求 の 趣 旨 に 記 載 さ れ て い る 「 ■ ■ ■ 丁 目 の ■ ■ 川 沿 い の 空
き家」に関するものと、詳細な特定がなされている。 

⑵  一 般 的 に 、 空 家 に 関 す る 要 望 等 （ 陳 情 ） と は 、 当 該 要 望 等 に 係 る 空
家 が 管 理 不 全 状 態 で あ る こ と に 起 因 す る 苦 情 の 申 立 て や 、 当 該 家 屋 の
所 有 者 等 に 対 す る 行 政 指 導 等 の 措 置 を 要 望 す る も の で あ る と 考 え ら れ
る と こ ろ 、 本 件 請 求 に 応 じ て 請 求 対 象 の 公 文 書 の 存 否 を 答 え る こ と に
よ り 、 当 該 家 屋 の 所 有 者 等 が 、 特 定 の 団 体 等 か ら 苦 情 を 申 し 立 て ら れ
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る 立 場 や 何 ら か の 行 政 的 な 措 置 を 要 求 さ れ る 立 場 に あ っ た 事 実 の 有 無
を 明 ら か に す る こ と と な り 、 当 該 所 有 者 等 個 人 の 権 利 利 益 を 侵 害 す る
お そ れ が あ る 。 特 に 、 本 件 請 求 に つ い て は 、 要 望 等 記 録 の 内 容 に 関 し
「 ■ ■ ■ 丁 目 の ■ ■ 川 沿 い の 空 き 家 」 と 詳 細 な 特 定 が な さ れ て い る こ
と か ら 、 当 該 所 有 者 等 個 人 の 権 利 利 益 を 侵 害 す る 蓋 然 性 が 相 当 程 度 高
いと認められる。 

⑶  以 上 の こ と か ら 、 当 該 公 文 書 が あ る と も な い と も い え な い が 、 仮 に
あるとしても、条例第 7 条第 2 号の規定により非公開となる。 

３ 審査請求人は、令和 7 年 2 月 25 日、本件処分の取消しを求める旨の審
査請求（以下「本件審査請求」という。）をした。 

４ 徳島市長は、令和 7 年 3 月 6 日に当審査会に本件審査請求に係る諮問
を行った。 

な お 、 本 件 諮 問 に 関 し て は 、 審 査 庁 に お け る 審 理 手 続 に お い て 、 処 分
担 当 課 に 対 し 弁 明 書 を 、 審 査 請 求 人 に 対 し 反 論 書 の 提 出 を 求 め て い る と
ころ、それぞれ同年 3 月 28 日付け、同年 4 月 21 日付けで審査庁から当
審査会に対し送付があった。 

また、審査請求人から当審査会に対し、令和 7 年 4 月 17 日付けで、徳
島市情報公開・個人情報保護審査会条例第 5 条の規定に基づく意見陳述
の申立てがあったため、同年 5 月 23 日に意見聴取を実施した。 

 
第３ 審査請求人の主張の要旨 

本 件 審 査 請 求 に お け る 審 査 請 求 人 の 主 張 は 、 審 査 請 求 書 、 反 論 書 及 び 意
見陳述の内容から、概ね次のとおり要約される。 
１  本 件 公 開 請 求 の 対 象 と し て 特 定 し て い る 家 屋 （ 以 下 「 本 件 家 屋 」 と い

う。）は違法建築物であると考えられ、登記もされていない物件であるか
ら、特定の個人を識別することができず、条例第 7 条第 2 号の規定によ
り非公開とすることはできない。 

２ 本件公開請求の対象の公文書（以下「本件請求対象文書」という。）に
は、次の理由から、仮にその内容が条例第 7 条第 2 号の規定により非公
開となる個人情報であっても、公開すべきである。 
⑴ 条例第 7 条第 2 号ただし書イは、公開請求に係る公文書に同号の規

定により非公開となる個人情報が記録されている場合であっても、「人
の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 公 に す る こ と が 必 要 で
あると認められる情報」は例外的に公開できると規定している。 
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本 件 家 屋 は 、 地 域 の 通 学 路 ・ 避 難 路 に な っ て い る 道 路 に 面 し て お り 、
ま た 本 件 家 屋 が 倒 壊 し て ■ ■ 川 に 崩 落 し 川 を せ き 止 め る こ と に な れ ば 、
近隣への浸水被害の危険が増すことになる。 

加 え て 、 本 件 家 屋 が 倒 壊 す れ ば 、 近 隣 の 家 屋 に 倒 壊 に よ る 被 害 が 発
生するおそれがある。 

こ の こ と か ら 、 本 件 家 屋 に 関 す る 情 報 は 同 号 た だ し 書 イ に 該 当 す る
情報であると認められる。 

⑵ 条例第 9 条は、公開請求に係る公文書に条例第 7 条各号（第 1 号を
除く。）に掲げる非公開情報が記録されている場合であっても、公益上
特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該 公 文 書 を 公 開 す る こ と が で き る
と 規 定 し て お り 、 本 件 請 求 対 象 文 書 に つ い て も 、 公 益 上 特 に 公 開 す る
必要があるものといえる。 

３ 本件請求対象文書に、仮に条例第 7 条第 2 号の規定により非公開とな
る個人情報が含まれるとしても、条例第 8 条の規定により部分公開すべ
きである。 

４ 所有者である個人を特定できることを前提とする本件処分は、10 年程
前 に 当 時 の 町 内 会 長 が 本 件 家 屋 に つ い て 担 当 課 に 対 応 を 求 め た 際 、 登 記
が さ れ て お ら ず 所 有 者 が 不 明 で あ る た め 対 応 で き な い と 回 答 さ れ た こ と
と矛盾している。 

５ 審査請求人らは、10 年ほど前、町内の安全確保のために担当課から提
供 さ れ た 情 報 を も と に 本 件 家 屋 の 状 態 を 改 善 し よ う と 試 み た が 、 改 善 に
は 至 ら な か っ た 。 本 件 家 屋 に つ い て は 行 政 に よ る 対 応 が 必 要 だ と 考 え る
が 、 担 当 課 に た び た び 陳 情 し て も 本 件 家 屋 の 状 態 が 改 善 さ れ る 兆 し が な
い。 

こ の こ と に 加 え 、 過 去 の 他 の 事 案 に お け る 市 の 職 員 の 対 応 か ら 、 本 件
処 分 に 関 し て も 、 担 当 課 が 本 件 家 屋 に つ い て な ん ら 対 応 し て い な い か ら
本件請求対象文書を公開できないのではないかとの疑念を抱いている。 

６  一 般 に 、 市 民 に は 、 公 文 書 公 開 請 求 に よ り 市 の 職 員 が 適 切 に 職 務 を 遂
行 し て い る か 、 違 法 な こ と を し て い な い か 等 を 知 る 権 利 ・ 利 益 が あ る と
ころ、本件処分により、審査請求人は知る権利を侵害されている。 

７  本 件 請 求 対 象 文 書 の 公 開 に よ り 、 対 応 状 況 等 の 情 報 が 開 示 さ れ る こ と
になり、住民の不安感の軽減や徳島市に対する信頼感の醸成に繋がる。 

８ 処分担当課は、条例第 10 条の規定を恣意的に解釈し、本件処分を行っ
ており、その説明には論理の飛躍がある。 
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第４ 徳島市長の主張の要旨 

１ 本件公開請求は、「■■■丁目■■川沿い護岸及び所有者不明の土地に
建 て ら れ た 不 法 建 築 」 に 係 る 公 文 書 を 対 象 と し て い る と こ ろ 、 本 件 公 開
請 求 が 行 わ れ た 際 の や り と り 等 に お い て 、 審 査 請 求 人 か ら 、 こ れ は ■ ■
■ 丁 目 の 特 定 の 地 番 上 に 所 在 す る と 思 わ れ る 本 件 家 屋 の こ と を 指 す 旨 の
申立てがなされている。 

２  一 般 的 に 、 特 定 の 家 屋 に 係 る 陳 情 ・ 要 望 （ 要 望 等 ） と は 、 当 該 家 屋 が
管 理 不 全 の 状 態 で あ る こ と に 起 因 す る 苦 情 の 申 立 て や 、 当 該 家 屋 の 所 有
者等に対する行政指導等の措置を要望するものであると考えられる。 

本 件 請 求 対 象 文 書 で あ る 特 定 の 家 屋 に 係 る 要 望 等 を 記 録 し た 文 書 （ 以
下「要望等記録」という。）には、上記の要望等の内容が記録されている
と こ ろ 、 当 該 家 屋 の 所 有 者 等 の 関 係 に お い て は 、 当 該 所 有 者 等 が 特 定 の
個 人 ・ 団 体 等 か ら 苦 情 を 申 し 立 て ら れ る 立 場 や 何 ら か の 行 政 的 な 措 置 を
要求される立場にあった事実に関する情報等を含んでいることになる。 

これらの情報は、いずれも条例第 7 条第 2 号に該当し、非公開となる
ものである。 

３ 前記 1 の状況の下では、要望等記録の存否を回答するだけで、本件家
屋 の 所 有 者 等 個 人 が そ の よ う な 苦 情 を 申 し 立 て ら れ て い る か 否 か 、 行 政
的 措 置 を 要 求 さ れ る 立 場 に あ っ た か 否 か と い っ た 情 報 を 明 ら か に す る こ
ととなる。 

よ っ て 、 本 件 請 求 対 象 文 書 の 存 否 を 回 答 す る だ け で 、 本 件 家 屋 の 所 有
者個人の情報を明らかにすることになるため、条例第 10 条の規定により
存否応答拒否すべきものとして非公開としたものである。 

 
第５ 当審査会の判断 

１ 前提の整理 
本 件 家 屋 の 所 有 者 等 は 明 ら か で な い と こ ろ 、 処 分 庁 が 本 件 請 求 対 象 文

書 は 本 件 家 屋 の 所 有 者 等 で あ る 個 人 に 関 す る 情 報 で あ る （ 法 人 又 は 事 業
を 営 む 個 人 の 情 報 で な い ） と し て い る こ と を 、 当 審 査 会 の 判 断 の 前 提 と
す る こ と に つ い て 、 審 査 請 求 人 か ら も 主 張 が あ る と こ ろ 、 念 の た め 整 理
する。 

本 件 家 屋 は 、 そ の 外 観 か ら 、 個 人 の 住 宅 で あ り 、 所 有 者 又 は 使 用 者 が
個 人 で あ る こ と が う か が え る 。 ま た 、 法 人 又 は 事 業 を 営 む 個 人 が そ の 事
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業 に 用 い る た め の 家 屋 で あ れ ば 権 利 関 係 を 明 確 に す る た め 登 記 す る こ と
が一般的であると考えられるところ、本件家屋は登記がされていない。 

更 に は 、 本 件 公 開 請 求 に 係 る 審 査 請 求 人 と 処 分 庁 の や り と り に お い て
も 、 本 件 家 屋 の 所 有 者 等 が 個 人 で あ る こ と を 前 提 と し て い る こ と が 認 め
ら れ る 上 に 、 審 査 請 求 人 と 処 分 庁 と の 間 に お い て 、 本 件 家 屋 の 所 有 者 等
が個人であることについて争いがない。 

以 上 か ら 、 本 件 家 屋 の 所 有 者 等 が 個 人 で あ り 、 本 件 請 求 対 象 文 書 は 本
件 家 屋 の 所 有 者 等 で あ る 個 人 に 関 す る 情 報 で あ る と の 処 分 庁 の 判 断 は 妥
当 で あ る と 認 め ら れ る か ら 、 当 審 査 会 の 判 断 に お い て も こ れ を 前 提 と す
る。 

２ 本件請求対象文書における本件家屋の情報が条例第 7 条第 2 号本文の
非公開情報に該当するか 
⑴ 条例第 7 条第 2 号本文においては、個人に関する情報であって、次

のいずれかに該当するものを非公開情報とすることを定めている。 
ア  当 該 情 報 に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の 記 述 等 に よ り 特 定 の

個 人 を 識 別 す る こ と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 照 合 す る こ と に よ り 、
特定の個人を識別することができることとなるものを含む。） 

イ  特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と は で き な い が 、 公 に す る こ と に よ り 、
なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの 

⑵  特 定 の 家 屋 に つ い て 、 当 該 家 屋 が 空 家 で あ る こ と を 前 提 と し た 要 望
が 行 わ れ る こ と は 、 当 該 家 屋 の 所 有 者 等 に よ る 管 理 が 不 全 で あ る こ と 、
ひ い て は 当 該 特 定 の 家 屋 の 所 有 者 等 が そ の よ う な 不 適 当 な 管 理 を 行 っ
て い る 原 因 者 と し て 苦 情 等 を 申 し 立 て ら れ る 立 場 に あ る こ と を う か が
わ せ る も の で あ る 。 し た が っ て 、 所 有 者 等 が 個 人 で あ る 家 屋 に 対 し て
さ れ た 空 家 に 関 す る 要 望 に 係 る 情 報 は 、 当 該 家 屋 の 所 有 者 等 の 個 人 に
関 す る 情 報 で あ っ て 、 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き な い と し て も 、
公 開 す る こ と に よ り 当 該 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ が あ る こ と か
ら、条例第 7 条第 2 号本文の非公開情報のうち、少なくとも前記⑴の
イに掲げるものに該当する。 

⑶  審 査 請 求 人 は 、 本 件 家 屋 は 未 登 記 で あ る か ら 本 件 請 求 対 象 文 書 に お
ける本件家屋の情報は、条例第 7 条第 2 号本文の非公開情報に該当し
ないと主張している。 

審 査 請 求 人 の 主 張 す る と こ ろ は 、 登 記 簿 の 情 報 と 照 合 す る こ と に よ
り特定の個人を識別することができないことから、条例第 7 条第 2 号
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本 文 の 非 公 開 情 報 の う ち 前 記 ⑴ の ア に 掲 げ る も の に 該 当 し な い と い う
趣 旨 と 解 さ れ る 。 し か し 、 未 登 記 で あ る か ら と い っ て 所 有 者 が 存 在 し
な い も の で は な い し 、 登 記 簿 以 外 に 所 有 者 を 知 る こ と が で き る 手 段 が
存 在 し な い も の で は な い か ら 、 未 登 記 で あ る こ と を 理 由 に 何 人 も 所 有
者 等 の 情 報 を 知 る こ と が で き な い と は い え な い 。 更 に 言 え ば 、 登 記 に
は 公 信 力 が な く 、 登 記 簿 上 の 名 義 人 が 真 の 所 有 者 で あ る と も 限 ら な い
か ら 、 登 記 の 有 無 に よ っ て 所 有 者 で あ る 個 人 が 識 別 で き る か ど う か を
判 断 す る こ と は 適 当 で な い 。 よ っ て 、 未 登 記 で あ る か ど う か は 当 該 非
公開情報に該当するかどうかと直接関係するものではない。 

本件請求対象文書における本件家屋の情報は、前記 1 のとおり所有
者 等 が 個 人 で あ る 家 屋 に 関 す る も の で あ り 、 前 記 ⑵ の と お り 特 定 の 個
人 を 識 別 す る こ と が で き な い と し て も 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ
がある情報であることから、条例第 7 条第 2 号本文の非公開情報のう
ち 前 記 ⑴ の イ に 掲 げ る も の に 該 当 す る 。 し た が っ て 、 こ の 点 に つ い て
の審査請求人の主張は当たらない。 

３ 本件請求対象文書における本件家屋の情報が条例第 7 条第 2 号ただし
書の例外的に公開すべきものに該当するか 
⑴ 本件請求対象文書について、審査請求人は、条例第 7 条第 2 号ただ

し 書 イ が 公 開 請 求 に 係 る 公 文 書 に 同 号 の 規 定 に よ り 非 公 開 と な る 個 人
情報が記録されている場合であっても、「人の生命、健康、生活又は財
産 を 保 護 す る た め 、 公 に す る こ と が 必 要 で あ る と 認 め ら れ る 情 報 」 は
例 外 的 に 公 開 で き る と 規 定 し て い る こ と を 挙 げ 、 本 件 家 屋 は 倒 壊 の 危
険 や 川 へ の 倒 壊 ・ 崩 落 に よ る 浸 水 被 害 等 の 危 険 が あ る こ と か ら 、 本 件
家 屋 に 関 す る 情 報 は 同 号 た だ し 書 イ に 該 当 す る 情 報 で あ る と 主 張 す る 。 

⑵ 条例第 7 条第 2 号ただし書イの規定は、人の生命、身体、健康、財
産 又 は 生 活 を 保 護 す る た め 、 本 来 は 非 公 開 と な り う る 個 人 情 報 を 原 則
に 従 っ て 非 公 開 と す る こ と に よ り 保 護 さ れ る 利 益 と 、 当 該 個 人 情 報 を
公 開 す る こ と に よ り 保 護 さ れ る 利 益 と を 比 較 衡 量 し た 結 果 、 後 者 が 前
者 に 優 越 す る 場 合 に の み 例 外 的 か つ 限 定 的 に 公 開 の 必 要 性 を 認 め 、 各
実 施 機 関 に 対 し 公 開 義 務 を 課 す 趣 旨 で あ る と 解 さ れ る と こ ろ 、 こ の 趣
旨 に 鑑 み れ ば 、 当 該 規 定 の 適 用 に 当 た っ て の 判 断 は 、 個 々 の 事 案 に 応
じ 、 個 人 の 人 格 利 益 を 侵 害 し な い よ う 慎 重 か つ 具 体 的 な 比 較 衡 量 を し
た 上 で な さ れ な け れ ば な ら ず 、 判 断 に 係 る 理 由 に つ い て も 、 客 観 的 か
つ妥当なものでなければならないことは言うまでもない。 
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こ の 点 に 関 し 、 同 旨 の 規 定 で あ る 行 政 機 関 の 保 有 す る 情 報 の 公 開 に
関する法律（平成 11 年法律第 42 号）第 5 条第 1 号ただし書ロに係る
該当性が争点とされた大阪高判平成 24 年 11 月 29 日（判例時報 2185
号 49 頁）も、同様の考え方に基づき、同号ただし書ロの規定により個
人 情 報 が 例 外 的 に 開 示 さ れ る 場 合 に は 「 開 示 に 伴 う 不 利 益 を 個 人 や 法
人 等 に 受 忍 さ せ た 上 で 例 外 的 に 開 示 さ れ る も の で あ り 、 こ の よ う な 不
利 益 を 受 忍 さ せ る た め に は 、 そ の 開 示 に よ り 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又
は 財 産 等 の 保 護 に 資 す る こ と が 相 当 程 度 具 体 的 に 認 め ら れ る こ と を 要
す る 」 と の 解 釈 を 示 し た 上 で 、 不 開 示 に よ り 保 護 さ れ る 利 益 と 開 示 に
よ り 保 護 さ れ る 利 益 を 比 較 衡 量 し 、 同 号 た だ し 書 ロ に 該 当 し な い と 判
断している。 

そ こ で 、 当 審 査 会 に お い て も 、 こ の 裁 判 例 の 趣 旨 に 沿 っ て 検 討 及 び
判断をすることとする。 

⑶ 前記⑵の点を踏まえ本件処分について検討するに、前記 2 から、家
屋 に 対 す る 空 家 に 関 す る 要 望 に 係 る 情 報 は 、 公 開 す る こ と に よ り 個 人
の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ の あ る 情 報 で あ る か ら 、 保 護 さ れ る 利 益 が
存在する。 

一 方 で 、 審 査 請 求 人 が 主 張 す る 本 件 請 求 対 象 文 書 を 公 開 す べ き 理 由
と し て 挙 げ る 種 々 の 危 険 性 や 被 害 発 生 可 能 性 は 抽 象 的 で あ っ て 、 切 迫
し た も の と は 認 め ら れ な い 。 そ も そ も 、 仮 に 当 該 危 険 性 等 が 具 体 的 か
つ 切 迫 し た も の で あ る と し て も 、 本 件 請 求 対 象 文 書 の 公 開 に よ り 公 に
さ れ る 本 件 家 屋 に 係 る 空 家 に 関 す る 要 望 等 の 内 容 や 当 該 要 望 等 に 対 す
る 徳 島 市 の 対 応 の 情 報 が 、 本 件 家 屋 に 対 す る 具 体 的 な 措 置 や 安 全 の 確
保 と い っ た 当 該 危 険 性 等 の 解 消 ・ 防 止 に ど の よ う に 寄 与 す る か と い っ
た 事 情 に つ い て は 明 ら か で な く 、 審 査 請 求 人 の 主 張 か ら も こ れ を う か
が い 知 る こ と は で き な い か ら 、 本 件 請 求 対 象 文 書 を 公 開 す る こ と に よ
る利益が存在するとは認められない。 

以 上 か ら 、 本 件 請 求 対 象 文 書 は 、 公 開 す る こ と に よ り 保 護 さ れ る 利
益 が 、 非 公 開 と す る こ と に よ り 保 護 さ れ る 利 益 に 優 越 す る と い う こ と
は で き ず 、 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ を 超 え て 公 開 す る こ と に よ
り 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 等 の 保 護 に 資 す る こ と が 相 当 程 度 具
体的に認められるものとはいえないから、条例第 7 条第 2 号ただし書
イの規定により公開する必要性・義務があるものとは認められない。 

⑷  前 記 ⑴ か ら ⑶ ま で に お け る 検 討 の と お り 、 本 件 請 求 対 象 文 書 を 条 例
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第 7 条第 2 号ただし書イの規定により公開すべきとする審査請求人の
主張には、理由がない。 

４ 存否応答拒否の相当性 
⑴ 条例第 10 条は、「公開請求に対し、当該公開請求に係る公文書が存

在 し て い る か 否 か を 答 え る だ け で 、 非 公 開 情 報 を 公 開 す る こ と と な る
と き は 、 実 施 機 関 は 、 当 該 公 文 書 の 存 否 を 明 ら か に し な い で 、 当 該 公
開請求を拒否することができる。」と規定している。 

こ れ は 、 公 開 請 求 さ れ た 公 文 書 が 非 公 開 情 報 を 含 む も の で あ っ て 、
そ の 存 否 に つ い て 回 答 す る だ け で 、 当 該 非 公 開 情 報 を 公 開 し た こ と と
同 じ 効 果 が あ る こ と と な る 場 合 に は 、 当 該 公 文 書 の 存 否 に か か わ ら ず 、
常 に 存 否 を 明 ら か に し な い で 当 該 公 開 請 求 を 拒 否 す る こ と と す る も の
である。 

また、この存否応答拒否の措置は、「対象文書を隠すために行う」も
のではなく、「対象文書の存在・不存在を明らかにするだけで非公開情
報 を 明 ら か に す る こ と に な っ て し ま う 場 合 に 、 や む を 得 ず 行 う 」 も の
である。 

⑵  本 件 公 開 請 求 の 趣 旨 が 、 仮 に 、 特 定 の 家 屋 を 対 象 と す る も の で は な
く、「■■■■■が毎年陳情した空き家に関する要望等の平成 31 年以
降の記録すべて。」であったとするならば、当該要望を受けた空家の所
在 地 等 の 情 報 を 非 公 開 と す る こ と に よ っ て 、 当 該 空 家 の 所 有 者 等 が 特
定 さ れ る こ と が な く な る （ 識 別 さ れ る か 否 か が 問 題 で は な い こ と は 前
記 2 において検討したとおりである。）ため、当該特定の所有者等の権
利利益を害するおそれをも排除することができるものである。 

このことは、仮に■■■■■なる団体が特定の 1 軒の家屋に対して
のみ空家に関する要望等を行っていたものであっても変わらない。 

⑶  し か し な が ら 、 本 件 公 開 請 求 に つ い て は 、 特 定 の 家 屋 を 明 示 し て 当
該家屋に係る空家に関する要望等の記録を対象とするものである。 

特定の家屋の所有者等の管理が不全であるという情報は、前記 2 に
おける検討のとおり、条例第 7 条第 2 号の非公開情報に当たる情報で
あるところ、本件公開請求に対し条例第 7 条第 2 号に該当することを
理 由 に 非 公 開 決 定 を 行 う と 、 当 該 特 定 の 家 屋 に つ い て 空 家 に 関 す る 要
望等があったことが明らかとなり、「当該特定の家屋の所有者等の管理
が不全であった（ために空家に関する要望等がされた）という情報」、
すなわち条例第 7 条第 2 号の非公開情報を公開したことと同じことと
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なる。 
⑷  前 記 ⑶ の 点 を 踏 ま え れ ば 、 本 件 請 求 対 象 文 書 に つ い て は 、 存 否 を 明

らかにすること自体が、条例第 7 条第 2 号に規定する非公開情報を公
開 す る こ と に な る と 認 め ら れ る の で あ っ て 、 徳 島 市 長 が 本 件 請 求 対 象
文 書 の 存 否 を 明 ら か に し な い で 非 公 開 決 定 を 行 っ た こ と は 相 当 と 認 め
られる。 

５ 条例第 9 条の裁量的公開の適用について 
審 査 請 求 人 は 、 本 件 請 求 対 象 文 書 に つ い て 、 条 例 第 9 条 に 規 定 す る

「 公 益 上 特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き 」 と の 事 情 を 有 す る か ら 、 本 件 請
求 対 象 文 書 に 記 載 さ れ た 情 報 が 非 公 開 情 報 で あ っ て も 裁 量 的 に 公 開 で き
る旨を主張する。 

同条は、公開請求に係る公文書に条例第 7 条各号（第 1 号を除く。）に
掲 げ る 非 公 開 情 報 が 記 録 さ れ て い る 場 合 で あ っ て も 、 公 益 上 特 に 必 要 が
あ る と 認 め る と き は 、 当 該 公 文 書 を 公 開 す る こ と が で き る 旨 を 規 定 し て
いる。これは、前記 3 の⑵において検討した条例第 7 条第 2 号ただし書
イ の 解 釈 と 同 様 に 、 本 来 は 非 公 開 と な り う る 情 報 を 原 則 に 従 っ て 非 公 開
と す る こ と に よ る 利 益 と 、 当 該 情 報 を 公 開 と す る こ と に よ る 社 会 的 ・ 公
共 的 な 必 要 性 ・ 利 益 と を 比 較 衡 量 し た 結 果 、 後 者 が 前 者 に 優 越 す る と 判
断 さ れ る 場 合 に お い て 、 各 実 施 機 関 に 対 し 高 度 な 行 政 的 判 断 に よ り 裁 量
的に当該情報を公開する余地を認めたものと解される。 

この趣旨に鑑みれば、条例第 9 条の裁量的公開をすべきであったかど
うかは、条例第 7 条第 2 号ただし書イと同様に、個々の事案に応じて比
較 衡 量 を し た 上 で 、 そ の 判 断 に 関 し 裁 量 権 の 逸 脱 ・ 濫 用 の 有 無 を 検 討 す
ることとなる。 

そ こ で 、 こ の 点 を 本 件 処 分 に つ い て 見 る に 、 仮 に 本 件 請 求 対 象 文 書 が
存在するとしても、前記 3 の⑶で検討したとおり、比較衡量した上でも
本 件 請 求 対 象 文 書 を 公 開 す る 必 要 性 ・ 義 務 が あ る も の と は 認 め ら れ な い
から、本件処分において条例第 9 条の裁量的公開を行わなかった判断に
裁量権の逸脱・濫用があったとは到底いうことができない。 

６ その他 
そ の 他 、 審 査 請 求 人 は 、 自 身 の 過 去 の 経 験 等 に 基 づ く と す る 主 張 を

縷々述べるが、その主張はいずれも採用することができない。 
 

第６ 結論 
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以上の理由により、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
 
第７ 付言 

当 審 査 会 の 判 断 は 以 上 で あ る が 、 存 否 応 答 拒 否 の 取 扱 い に つ い て 、 若 干
付言することとする。 

条例第 10 条の規定による存否応答拒否は、前記第 5 の 4 のとおり、公開
請 求 に 係 る 公 文 書 の 存 在 を 明 ら か に す る こ と 自 体 が 非 公 開 情 報 を 明 ら か に
することになる場合、一律に存否応答拒否になるものである。 

し か し 、 こ う し た 存 否 応 答 拒 否 の 趣 旨 ・ 概 念 は 、 一 般 市 民 に 広 く 理 解 さ
れ て い る も の と は 言 い 難 く 、 場 合 に よ っ て は 本 件 の よ う に 行 政 に つ い て 関
心 を 有 す る 市 民 に よ る 公 文 書 公 開 請 求 に つ い て ミ ス マ ッ チ が 発 生 し 、 市 民
の 納 得 が 得 ら れ る 結 果 と な ら ず 、 行 政 に 対 す る 不 信 を 招 く こ と に な る お そ
れがある。 

ま た 、 市 民 に は 、 公 文 書 公 開 請 求 に よ り 市 の 職 員 が 適 切 に 職 務 を 遂 行 し
て い る か 、 違 法 な こ と を し て い な い か を 知 る 権 利 ・ 利 益 が あ る と の 審 査 請
求人の主張は、首肯できる面があることも否定できない。 

こ の よ う な 点 を 踏 ま え 、 実 施 機 関 に は 、 存 否 応 答 拒 否 と な る 事 例 が 発 生
す る こ と を 最 小 限 に 抑 制 す る た め 、 公 文 書 公 開 請 求 を 受 け 付 け る 際 に 請 求
者 と 協 議 を 尽 く し 、 請 求 者 の 意 図 を 十 分 に 確 認 し た 上 で 、 存 否 応 答 拒 否 を
避 け る こ と が 可 能 な 請 求 対 象 の 特 定 が 可 能 な 場 合 に は そ の 旨 を 教 示 す る 等
の 方 法 に よ り 、 市 民 に 対 す る 適 切 な 情 報 公 開 に 努 め る よ う 、 対 応 の あ り 方
について検討されたい。 

以 上 
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≪参考 1≫ 
答申の決定に関与した委員 

会長 島内 保彦 

委員 島尾 大次 

委員 千﨑 あゆみ 

委員 三木田 尚美 

委員 村崎 文彦 

 
≪参考 2≫ 

審査会の審議経過 

年月日 審議経過 

令和 7 年 3 月 6 日 徳島市長から諮問書を受理した。 

令和 7 年 3 月 28 日 徳島市長から弁明書の送付を受けた。 

令和 7 年 4 月 16 日 
（7 年度第 1 回審査会） 

審議を行った。 

令和 7 年 4 月 21 日 
徳島市長から審査請求人の反論書の送付を受
けた。 

令和 7 年 5 月 23 日 
（7 年度第 2 回審査会） 

審査請求人の意見陳述を行った。 
審議を行った。 

令和 7 年 7 月 3 日 
（7 年度第 3 回審査会） 

答申を確定した。 

 


